
太田市保育対策総合支援事業（保育所等業務効率化推進事業等）費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育業務の効率化を推進し保育士の業務負担軽減を図るとともに、

安全かつ安心な保育環境の確保を支援することを目的として、次条に掲げる事業を行う

市内の民間保育所、幼保連携型認定こども園及び地域型保育事業を実施する者（以下「保

育所等」という。）並びに地方裁量型認定こども園（以下「認可外保育施設」という。）

に対し太田市保育対策総合支援事業（保育所等業務効率化推進事業等）費補助金（以下

「補助金」という。）を交付することについて、太田市補助金等に関する規則（平成１７

年太田市規則第７６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象施設） 

第２条 補助金の交付の対象となる保育所等及び認可外保育施設（以下「対象施設」とい

う。）は、次の各号に掲げるいずれかの事業（以下「補助事業」という。）を行う保育所

等及び認可外保育施設とする。 

⑴ 保育所等業務効率化推進事業 次のア及びイに掲げる事業をいう。 

 ア 保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業）（うち、保

育施設等における ICT 導入状況等に関する調査研究事業を除く））（令和５年度補正

予算分）の実施について」（令和６年２月１日こ成保第３３号）の別紙に定める保育

所等業務効率化推進事業（保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業（うち、保育施設

等におけるＩＣＴ導入状況等に関する調査研究事業を除く））（令和５年度補正予算

分）実施要綱（以下「国実施要綱」という。）に規定する保育所等における業務のＩ

ＣＴ化を行うためのシステムを保育所等が導入する事業 

 イ 国実施要綱に規定する通訳や翻訳のための機器を保育所等が導入する事業 

⑵ 認可外保育施設における機器の導入事業  

国実施要綱に規定する認可外保育施設における機器を認可外保育施設が導入する事

業 

⑶ 保育所等における安全対策事業 次に掲げる事業をいう。 

認可保育所等設置支援等事業の実施について（令和６年１月１８日こ成保第６号）

の別添５に定める保育環境改善等事業実施要綱（以下「環境改善等事業実施要綱」と

いう。）に規定する対象児童の睡眠中の事故を防止するために、睡眠中の児童の体動や

体の向きを検知する等の機能を持つ機器その他これらと同等の機能を持つと市長が

認める機器（以下「対象機器」という。）を保育所等が導入する事業 

（補助金の額） 



第３条 補助金の額は、別表の第１欄に定める補助事業ごとに、第２欄に定める基準額と

第３欄に定める対象経費の実支出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて

得た額とする。ただし、その額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。 

２ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 

第４条 保育所等又は認可外保育施設が補助金の交付の申請をする場合は、太田市補助金

等に関する規則第５条第１項に規定する書類のほかに、次の各号に掲げる補助事業の区

分に応じ、当該各号に定める書類を提出しなければならない。 

⑴ 第２条第１号に掲げる事業 

導入するシステム等の機能及び費用が確認できる資料、システム等導入のスケジュ

ールや保育士等の業務負担を軽減するための計画及びシステム等を販売する事業者

からの支援体制等を記載したシステム等導入の実施計画書 

 ⑵ 第２条第２号に掲げる事業  

導入するシステム等の機能及び費用が確認できる資料、システム等導入のスケジュ

ールや保育士等の業務負担を軽減するための計画及びシステム等を販売する事業者

からの支援体制等を記載したシステム等導入の実施計画書 

 ⑶ 第２条第３号に掲げる事業 

対象機器が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和３５年法律第１４５号）の規定に基づく医療機器の製造販売の承認等がなされてい

ることを証明する資料、対象機器の導入実績を証明する資料その他の安全性等を確認

できる資料 

（書類の整備等） 

第５条 補助金の交付を受けた保育所等は、補助事業に係る収入及び支出についての証拠

書類を整備し、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度から５年間保管しな

ければならない。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

  附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年１２月１８日から施行し、同年４月１日から適用する。 



この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  



別表（第３条関係） 

１ 補助事業 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

⑴ 保育所等業務効

率化推進事業（保育

所等における業務

のＩＣＴ化を行う

ためのシステムの

導入） 

A 保育に係る計画・記録に関する機

能 

B 園児の登園及び降園の管理に関

する機能 

C 保護者との連絡に関する機能 

D キャッシュレス決済に関する機

能 

上記の対象機能のうち、導入する機

能数に応じて補助基準額を以下の

とおりとする。 

（端末購入等を行わない場合) 

１施設当たり 

１機能を導入する場合  200,000円 

２機能を導入する場合  400,000円 

３機能を導入する場合  600,000円 

４機能を導入する場合  800,000円 

（端末購入を行う場合） 

１施設当たり 

１機能を導入する場合  700,000円 

２機能を導入する場合  900,000円 

３機能を導入する場合1,100,000円 

４機能を導入する場合1,300,000円 

保育所等ＩＣ

Ｔ化推進事業

を実施するた

めに必要な初

期費用 

４分の３ 

⑵ 保育所等業務効

率化推進事業（通訳

や翻訳のための機

器の導入） 

１施設当たり     150,000円 保育所等にお

ける外国人の

子どもの保護

者とのやりと

りに係る通訳

や翻訳のため

の機器を新た

４分の３ 



に購入等する

ための初期費

用（機器を利

用するための

環境設定の費

用や保証費用

等を含む。） 

⑶ 認可外保育施設

における機器の導

入事業 

園児の登園及び降園の管理に関す

る機能等を有する機器 

１施設当たり     200,000円 

 

園児の登園及

び降園の管理

に関する機能

等を有する機

器を導入する

ための初期費

用（保育従事

者の業務負担

の軽減に資す

る他の機能を

含む。） 

４分の３ 

⑷ 保育所等におけ

る安全対策事業（睡

眠中事故防止のた

めの機器の導入） 

１施設当たり     500,000円 保育所等にお

ける睡眠中事

故防止推進事

業を実施する

ために必要な

経費 

４分の３ 

 

 

 


